










































(1) Y=F(N;K) FN>O, Fx.>O, FNNく0,Fx.x.くO
で表わされる。ここでYは生産物， Nは労働の雇用量， Kは資本ストックであ
(1) たとえば， Bayer〔3）を参照せよ。

























(4) N=N(p) N'>O 
これを c1）に代入すれば，短期の総供給関数は，














(6) V= (1-t1)(pYー mN-pδK)r 




空＿＿ _Q.三~1)J！~i_!!_;[<:)-:-_ aJ 
1りK- r 
となる。 したがって，いわゆる Tobinのqは，法人税が課税されるときには




















=Yd(p, tp, t1) Y~＞O, nPくo,n1くO
となるO ただし， tpは所得税率を表わし，所得税も比例税とする。
実質の富は，
M B V 
W＝一一一一十一一十Pγ争？(10) 
=W，句、 T、t1’M,B) 








(12) 学＝L侃 r, W) L以 LrくO，区Lwく1
で示される。
以上で所得税と法人税を含む IS-LMモテールが構成された。すなわち，モ





































であるO A11• Az1の符号は仮定した微係数の符号からは決定されないが， Az1
は貨幣需要の富に関する弾力性が1よりも大きくなければ，必らず正である。
これはマクロ・モデ、ルで、しばしば用いられる仮定であり，われわれもこれを採












































































(b) or/Ot1= cα2A1 i一a1A21)/.dく0
ただし， a1==C1Yf1+CwWt1+1’qtfくO
a2＝ーLwWt1>0








(1) (15-a）の分子ニLr[C1Yf1+CwWt1十f'qt1]+Lw[WγC1Yf1十I'{Wrqt1-Wc 1qr} J 
となる。 Fの係数以外はすべて正である。
1 I B V ¥ (Fx-o)K 
- ( 十一一一l,Wt -r ¥ rp P ) ~ 
V Fx-'6 










ap ap Az2「（一 (1) 1 l’II1 
(16) ii；一夜7=-yL cl t Ct1-tp）ロー－p-Nj＋疋」
ただし，立は課税前の実質利潤で， Il==Y－－竺－N-oK=(Fx-o)Kである。ーp 
般には， Oくtrー らく1と考えられるO また，賃金支払額の方が利潤（配当総









(17) T=tp{wN十（1-t,)(PYー wNー ρoK)+t1（ρYー wN-poK)}














dTr Y-oK-t,.lI「 （ I QN ¥ 1寸
(20) ~＝－ / I -A12A21+A22FnN'~1 ー（ C1 十 I＇~！＿＿）f I 






dTr - dp 
(21) --;J-;: = (1 ーら）TI+Z~
Uf,f '-"'"f 
となる。 (21）に (15-a）を代入すると， Cw=Lw=Oのとき
dT’（l-tp)Il 「























{Y一 oK一 t1函｝一（1 一tp）百＝白 j~ 一 （t1一 tp)
L pn J 
前述したように，賃金支払額の方が利潤（配当総額）よりも大きいと考えられ


















































きる。 (1), (23）を微分して， Nを消去すると，
一（l+m)w(Y-NFN) (1 ＋~’）wN dt (24) d P- v v~ dY + v f 
となるO したがって，総供給曲線の傾きは
dρI (l+m)w(Y-NFN) 
C25) ClY¥As= んや >O 
となるO また， (24）で dY=Oとおけば，
dp I (l+m’）wN 


























=IY(Y, 1り， t1) n;>o, n；くo,m，くO
となるO これを実質可処分所得の定義式に代入すると， Ydは




(30) l=l(W, r) Inγ＞O, IrくO
貨幣部門については，貨幣需要を所得と利子率の関数と仮定するので，次の
均衡条件が得られる。
ω 子＝L侃 r) Lr>O, LrくO
(27）～（30）を（26）に代入し，（31）とともに全微分して f を消去する
と，総需要曲線が得られるO
( I d γ Ly Jr¥ ( 1 d r M [ ¥ (32) ( 1-C Y -InγH十一一）dYー （CYP十lnrn 一一一~）dp
¥ Y Y Lr ) ¥ P p2 Lr ) 
I dM 
=C叩 tp+ (C'Y~ 1 十 In ア Il~ ）dt1十dG+L~－p










, 1-C'yt-lnrfl;十 一仁dρ ｜ 
(33) 一一｜ － 7 一一くOdY IAD- r M Ir 
I C'Y~ ＋ lnr np一一一一一一p2 Lr 
となる O 総需曲線は各税率，政府支出，貨幣量が変化するとシフトする。その
シフトの方向は， (32）で dY=Oとおくと~：： 4/;~A ｜く0 －一｜くo,dtp /AD, dY =O ’dt1 IAD,dY=O dρl dJり｜
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d':{ C'Y1pBJ2 dρC’Yf0B11 
一一一＝一~一一一く0, 一一←＝一一一7一一くO
uip “ uip ,{.I 
dY 1 f (1十m’）mN r - 1 
-Cit/=Tl一一-y-・B22ー（C'Yい lITilt1)B12JくO
dρ1 ( 1 - (l+m')mN 1 
dtj－＝ 瓦－t(C'Yf1－トIITilt1)B11十 y B21jミ0
ただし， B11=(l+m)m(Y-NFN)/(FNY2)>0, B.Fー 1, BJ1=l-C'Y~ー布rly-1-
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